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Ⅰ．　は　じ　め　に

　今日，人的資源管理（Human Resource Management: HRM）という用語

が人事管理（Personnel Management: PM）に代わって一般的に使用される

ようになっている。人的資源（human resource）という用語自体は，1950

年代にすでに現れ，一部の研究者によって使用されていたが1)，人的資源

管理という用語が普及し始めるのは1970年代に入ってからである2)。実際，
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1） 例えば1950年代，Druker.（1954）や Yoder（1956），Bakke（1958）などの著書
のなかでも，すでに “human resource”という用語は使われている。しかし，その
概念や定義，理念は様々であり，こうした傾向は “human resource”という用語が
頻繁に使われるようになる1960年代も続いている（岡田，2008，135－140頁）。
2） それゆえ，アメリカにおける人事管理・人的資源管理の発展を考察する場合， →
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1970年代以降アメリカにおける包括的な人事管理テキストのなかに

“Human Resource Management”というタイトルを掲げる文献が数多く見

受けられるようになる。その後1980年代に入ると，人的資源管理がそれま

での人事管理に代わって人事労務管理研究領域で一般的に使用される用語

となり，1980年代半ばから戦略的人的資源管理（Strategic Human Resource 

Management: SHRM）へと用語が移行していった。

　こうしたなかで，ハーバード・グループが提示した HRMモデルは人的

資源管理論が定着するうえで重要な役割を果たし，ミシガン・グループの

SHRMモデルは人的資源管理論が戦略的人的資源管理論へと進展するうえ

で先駆的・嚆矢的な役割を果たしたということができる。

　しかし，2000年代に入ると人事労務管理研究領域に新たな徴候がみられ

はじめる。それが，タレントマネジメント（Talent Management: TM）の

登場である。タレントマネジメント研究（TM研究）は，近年になるにし

たがって注目をあつめつつあり，それに応じて “Talent Management”を冠

した著作や論文が数多く発表されている。このような傾向は，英語圏の

国々だけではなく，わが国においても顕著に現れている。

　そこで，本稿ではまず，人的資源管理と戦略的人的資源管理それぞれの

代表的な理論であるハーバード・グループの HRMモデルとミシガン・グ

ループの SHRMモデルについて概観し，その意義や特徴を再考していく3)。

次に，タレントマネジメントの端緒と位置づけられるマッキンゼー・アン

ド・カンパニー（Mckinsey & Company）によるタレントマネジメント・

アプローチ（TMアプローチ）について考察し，人事管理論・人的資源管

理論・戦略的人的資源管理論と発展してきた人事労務管理研究領域におけ

→
1920年代と1970年代が二大画期になっていると捉えることができる（岡田，2008，
5 頁）。

3） ハーバード・グループのHRMモデル，ミシガン・グループの SHRMモデルにつ
いては，伊藤（1992），山口（1992），石井（1999），岡田（2000），田中（2002），
岡田（2008），岡田（2011）などの先行研究で詳細な分析・検証がなされている。
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るタレントマネジメント登場の意義や特徴・課題，またその可能性などに

ついて検討していくことにする。

Ⅱ．　人的資源管理の 2つのモデル

1．　ハーバード・グループの HRMモデル

　1981年，「人的資源管理」が，ハーバード・ビジネス・スクール（Harvard 

Business School）のMBA課程に新たな必修科目として開設された。これ

をうけて，同校のビアー（M. Beer）やスペクター（B. Spector）らが中心

となってテキスト・ブック『人的資源管理』（Managing Human Assets: The 

Groundbreaking Harvard Business School Program）4)をまとめ，ここにハー

バード・グループによる HRMモデルが展開されることになる。彼らの著

書は，図表－ 1のような章構成になっている。

図表－ 1　ハーバード・グループ：『人的資源管理』の章構成

Ch.   1.　序論 
2.　人的資源管理の概念的枠組み 
3.　従業員からの影響 
4.　ヒューマン・リソース・フロー・マネジング 
5.　報酬システム 
6.　職務システム 
7.　人的資源管理諸制度領域の統合

（出所）Beer et al., 1984, p. v.；邦訳，xvi－xxii頁．参照。

　彼らのHRMモデルは，次のような現状認識と問題意識から出発している。

　第 1に，「景気後退・規制緩和・国際的な企業間競争の激化といった経営

環境の急激な変化のなかで，アメリカ企業の経営幹部たちは生産性と品質

を向上させる方法を模索しはじめている。しかし，すでに財務的資源やそ

4） Beer, M., Spector, B., Lawrence, P. R., Mills, D. Q. and Walton, R. E.（1984）
Managing Human Assets: The Groundbreaking Harvard Business School Program, 

NY: The Free Press.（梅津祐良・水谷榮二訳『ハーバードで教える人材戦略』生
産性出版，1990年）
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の他の資源のマネジメントについてはかなり複雑な方法や戦略が採用され

ていることを考えると，今後さらに競争力を高めていくためには，人的資

源管理の向上を図っていくことにこそ，大きな可能性が秘められている。

（Beer et al., 1984, pp. vii –viii；邦訳，ⅰ－ⅲ頁）」といった現状認識である。

　第 2に，「世の中では組織行動や組織開発，さらに労務管理，労使関係の

分野で新しい進展がみられる。これらの分野は組織に属する従業員のマネ

ジメントの基礎となる理論を扱っており，一般的に大企業の人事部門や人

材開発部門に属している。これらの各分野は歴史的に専門職の実践分野と

してそれぞれ独立的に運用されてきたが，いまやこうした分野を人的資源

戦略（human resource strategy）に統合していく必要性が現れつつある。

（Ibid., p. ix，邦訳，ⅳ頁）」という問題意識である。

　このような認識から，彼らは日本企業の成長を成功モデルとして捉え，

「日本的経営」とりわけ協調的労使関係に基づいた日本企業の高い生産性と

優れた品質の達成に注目している。

　ハーバード・グループは，まず人的資源管理を「企業と従業員，すなわ

ち組織の人的資源との関係のあり方に影響をあたえる経営の意思決定や行

動のすべてを統轄する（Ibid., p. 1，邦訳，2頁）」ものと定義し，HRMシ

ステムが「従業員からの影響」（Employee Influence），「ヒューマン・リ

ソース・フロー」（Human Resource Flow），「報酬システム」（Reward 

Systems），「職務システム」（Work Systems）の 4 つの主要領域（Four 

Major HRM Policy Areas）から構成されると提示している。

　そのなかでも「ヒューマン・リソース・フロー」は，最も重要な領域と

位置づけられている。「ヒューマン・リソース・フロー」とは，従業員が企

業に入社し，退職するまでを扱う領域であり，具体的には募集・選考・採

用・配置転換・昇進昇格・キャリア開発・雇用保障などが含まれるが

（Ibid., p. 9，邦訳，15頁），環境がダイナミックに変化し，市場（market）

や技術（technology）が急激に変化していけばいくほど，従業員の数を増

やすだけでなく，多才な能力を備え，環境からの様々な要求に適切に対応
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していける人材が必要となるからである（Ibid., p. 66，邦訳，111頁）。

　そのため，ハーバード・グループは，従業員を「社会的財産」（social 

capital）と認識する立場を明確に打ち出している。人的資源としての従業

員を先取り的投資（front-end investments）として採用し，その後も利益の

流れを生みだしてくれる財と捉えているのである（Ibid., p. 12，邦訳，22

頁）。こうした労働者観は，従業員を企業が成長しているときに採用し，縮

小しているときにレイオフするといった変動費やコストとして把握する考

え方とは全く異なっている（Ibid., pp. 66–67，邦訳，112頁）。また，それ

ゆえにこの制度領域の意思決定には，環境変化に対応できるような戦略的

思考と戦略的発想，すなわち企業経営における長期的な戦略的視点が重要

であると高唱しているのである（Ibid., p. 66，邦訳，111頁）。

　そのうえで，ハーバード・グループは，このフローのすすめ方について

日本の大企業で運用されている「終身雇用システム」（Lifelong employment 

system）に注目し，従業員の貢献意欲（employee commitment），従業員の

能力（employee competence），組織変革能力（organizational adaptation），

企業文化（culture），相互支援態勢の形成（interdependence），企業の社会

的役割（corporation in society）といった 6つの側面から検証しながら，そ

の優位性を説明している（Ibid., pp. 100–105，邦訳，173－183頁）。

　このような「ヒューマン・リソース・フロー」を踏まえたうえで，「職務

システム」について，①マグレガーの「Y理論」に依拠し，日本企業に広

く適用された「QCサークル」（quality circles）にみられる参加型スタイル

（Participative Style），②ハーズバーグの唱える「衛生要因」と「動機づけ

要因」を応用した職務充実（Job Enrichment），③高度情報技術を応用した

システムの再設計としてのテクノロジー制度（Technology Policy）などの

例を理論的・事象的な裏付けとして取り上げ，「高コミットメント職務シス

テム」（High-Commitment Work System）を提示し，その有効性を唱えて

いる（Ibid., pp. 157–167，邦訳，265－281頁）。それは，「高コミットメン

ト職務システム」が，①人間は勤勉に働き，高い業績をあげ，新しい技能
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を学び，自分の職務に影響をあたえる意思決定に関する「意欲」（want）を

もっている，②創造的才能（creative talents）は労働組織のすべての階級

に広く分布する，③参加は質の高い意思決定とコミットメントを導く，と

いう 3つの基本仮説すべてを反映していると捉えていること，また個人の

ニーズと組織のニーズの統合に直接目を向けることによって，高いヒュー

マン・コミットメントさらには労使間の信頼関係が構築され，生産上の柔

軟性（the flexibility in production），ひいては生産性の優位性につながると

解していることに拠る（Ibid., pp. 168–171，邦訳，283－288頁）。

　そして，この「ヒューマン・リソース・フロー」と「職務システム」の

2つの領域を補完・補強するという観点から，「従業員からの影響」領域を

HRMシステムのなかに位置づけている。従業員からの発言や関心を HRM

システムに取り入れ，活かしていく仕組みや方針を意識的に作っていくと

いう意味で，「従業員からの影響」の重要性を把握しているからである

（Ibid., p. 41，邦訳，72－73頁）。

　さらに，「報酬システム」についても，HRMシステムのなかで主導的な

領域としてではなく，むしろ他の 3領域の行動様式・態度と矛盾せず，そ

れらを強化し支える制度として設計・運用しなければならないと主張する

（Ibid., p. 147，邦訳，250頁）。「報酬システム」には，外的報酬（extrinsic 

rewards）と内的報酬（intrinsic rewards）が含まれる。外的報酬とは昇進，

給与，厚生制度，特別手当，ボーナス，株式取得権などであり，内的報酬

は能力，達成，責任，重要性，影響力，個人的成長，貢献などをさす。こ

のうち，労使双方の関心はとかく外的報酬に向く傾向にあるが（Ibid., pp. 

113–114，邦訳，196－197頁），従業員の人間的諸欲求を充足させ（to 

satisfy），動機づけを高める（to motive）ためには，内的報酬をより重視す

べきだと高唱している（Ibid., pp. 147–148，邦訳，250－251頁）。その際，

精巧な外的報酬，とりわけ成果に基づく業績給（pay-for-performance 

systems）にあまり依拠すべきではないとする指摘は（Ibid., pp. 147–148，

邦訳，250－251頁），注目すべき点であろう。
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　以上のように，ハーバード・グループは，日本とアメリカの企業経営に

おける人事労務管理の比較・検証を通して，新たな HRMモデルとしての

人的資源管理論を展開している。そこでは，従業員＝人的資源を「社会的

財産」とみる労働者観を基盤として，企業経営における長期的な戦略的視

点を重視し，HRMシステムを構成する各領域の間に一貫性または調和が

保たれる必要があると主張されている。

2．　ハーバード・グループの HRMモデルの意義と課題

　ハーバード・グループの HRMモデルは，人的資源管理の代表的所説と

位置づけることができるが，従来までの人事管理論が人的資源管理論へと

移行していくうえで，次のような意義や特徴を見出すことができる（岡

田，2008：岡田，2011）。

　第 1に，1981年にハーバード・ビジネス・スクールで，「人的資源管理」

という科目がMBA課程の新たな必修科目として開設されたという事実で

ある。このことが，世界各国にあたえたインパクトは少なくないであろ

う。実際，1980年代以降，人的資源管理が従来までの人事管理に代わる用

語として徐々に定着し，また同校の教授陣，すなわちハーバード・グルー

プによって著されたテキスト・ブックは，いまなお世界各国に影響をあた

えているからである。

　第 2に，従業員を「社会的財産」と把握し，人的資源としての従業員を

企業にとって利益を生みだしてくれる財と捉えている点である。こうした

姿勢は，彼らの原著に冠された “Human Assets”というタイトルにも明確

に表されているといえよう。

　第 3に，企業戦略と人的資源管理との一貫性を重視した HRMシステム

の構築を高唱している点である。人的資源管理論では，従来までの人事管

理論に加え戦略的な視点が取り入れられており，ここに特徴を見出すこと

ができる。

　第 4 に，ハーバード・グループは，日本企業の成長を成功モデルと捉
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え，「日本的経営」とりわけ終身雇用システムや協調的労使関係，QCサー

クルなどに基づいた日本企業の高い生産性と優れた品質の達成に注目して，

HRMモデルを展開している点である。また，従業員の動機づけの観点か

ら，外的報酬よりも内的報酬を重視すべきであり，外的報酬とりわけ成果

に基づく業績給に依拠すべきではないと指摘している。これは，企業戦略

と人的資源管理との一貫性を強調する一方で，企業戦略と連動した成果主

義の導入には警鐘を鳴らしていたという点で，注視すべき指摘だとおもわ

れるからである。

　他方，ハーバード・グループの HRMモデルには，次のような問題点も

みられる（岡田，2008，264－266頁）。

　第 1に，人的資源である従業員を物的視する傾向が少なからずみられる

点である。彼らは，従業員を「社会的財産」と捉えてはいるが，それはあ

くまでも企業戦略を第一義的に取り扱っており，そのためには様々な雇用

形態を企業内で組み合わせて活用すること，多様な雇用形態を並列的に導

入することを主張している。しかし，企業環境が変化し続ける状勢のなか

で，様々な雇用形態を柔軟に適用することは，雇用調整の効率化・円滑化

を図るうえで企業側に有利に作用するのは明らかだからである。

　第 2に，従業員の欲求への配慮に乏しく，人間性軽視の傾向が内包され

る点である。つまり，様々な雇用形態が同一企業内で採られ，雇用調整が

比較的容易に実施できる状況下においては，従業員は個々の欲求を抑えな

がら企業側の要請にしたがわざるをえないからである。他方，このような

状況のなかで，従業員からの不平・不満あるいは要求が出てこないという

表層的な状態をもって，企業側が協調的な労使関係が構築されていると

いった誤った認識をもつとするならば，彼らが人的資源管理に求める本来

のあるべき方向性と全く異なった結果がもたらされるのは必至だと考えら

れるからである。

　第 3に，労働組合の存在を軽視している点である。彼らは，協調的労使

関係の構築を唱えながらも，近年の労働組合の組織率低下という現状のな
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かで，上記 2つの問題点も相まって，協調的な労使関係を構築するうえで

主たる役割を果たす労働組合の存在を軽視しているようにおもわれるから

である。

　こうした 3 点は，それぞれ独立した個別的な問題というよりも，重層

的・複合的に関連しあった潜在的な問題としてハーバード・グループの

HRMモデルに包含されている。

3．　ミシガン・グループの SHRMモデル

　ミシガン・グループとは，ミシガン大学（The University of Michigan）

のティッキー（N. M. Tichy），コロンビア大学（Columbia University）の

フォムブラン（C. J. Fombrun），ペンシルヴァニア大学（University of 

Pennsylvania）のデバナ（M. A. Devanna）などから構成される研究グルー

プである。彼らは，人的資源管理という用語が一般化した1980年代初頭に

あって，すでに『戦略的人的資源管理』（Strategic Human Resource 

Management）5) というタイトルで著書を発表している。彼らの著書の章構

成は図表－ 2のようになっている。

　ミシガン・グループは，アメリカにおける労働者の生産性低下と技術革

新進度の鈍化を克服すべき深刻な問題と捉え，「人的資源に関する効率的な

システムの構築こそが，企業組織の効率性を増大させるという信念」のも

と，SHRMモデルを展開している。その際，特に企業戦略の実行と企業目

的達成という観点を重視し，それを人的資源管理と連動させた枠組みとし

て提示している（Fombrun et al., 1984, pp. 33–34）。

　そのため，彼らはまず戦略的経営（Strategic Management）について，

①使命と戦略（mission and strategy），②組織構造（organization structure），

③人的資源管理（human resource management）の 3 つの基本要素（the 

basic elements）から構成されると論究している（Ibid., p. 34）。この 3要素

5） Fombrun, C. J., Tichy, N. M. and Devanna, M. A.（1984）Strategic Human 

Resource Management, John Wiley & Sons.
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は，企業が使命や目的を達成するために，どのような組織構造が最適であ

るかを決定し，ひとたび組織構造が決定されると企業目的達成のためにど

のような戦略を採るのが効果的であるか，またそれを実行する場合，どれ

くらいの人員を保持する必要があるか，といった意味で相互依存的な関係

にあると捉えている（Ibid., p. 35）。

　そのうえで，ミシガン・グループは，人的資源管理が選考（selection），

評価（appraisal），報酬（rewards），能力開発（development）の 4つの機

能（functions）からなる循環的なシステムであり，この 4機能が個人レベ

ルと組織レベルの双方の業績（performance）に重要な影響をおよぼして

いると指摘する（Ibid., p. 41）。規定された職務を遂行できる最適な人材を

選び，報酬を公正かつ最適に配分するため従業員の業績を適切に評価し，

さらに報酬を業績と連結させることによって従業員を動機づけ，現時点で

の従業員の業績を向上させるためだけではなく，彼らが将来就く職位にお

いても高い業績を達成できるよう従業員の能力開発を行う，というふうに

図表－ 2　ミシガン・グループ：『戦略的人的資源管理』の章構成

第 1部　環境，戦略，組織
 1．　人的資源管理の外的要因
 2．　戦略的人的資源管理の組織的要因
 3．　戦略的人的資源管理の枠組み
第 2部　人的資源管理システムの戦略的役割
 4．　戦略的人員配置
 5．　  戦略的人員配置：チェースマンハッタ

ン銀行の事例
 6．　戦略的管理としての評価システム
 7．　執行評価
 8．　  フォーチュン1300社の業績評価事例
 9．　報酬システムの戦略的設計
10．　  報酬システム　実施上の配慮点：GM

社の事例
11．　人的資源開発と組織効率
12．　  戦略的評価と戦略的開発：GE社の事例
13．　企業文化と競争戦略
14．　  企業文化の形成：ヒューレット・パッ

カード社の事例

15．　人的資源管理監査
16．　  戦略的人的資源管理：ハネウェル社の事

例
第 3部　人的資源管理の戦略的課題
17．　  人的資源の戦略計画：制度設計の考察
18．　低迷期の人的資源管理
19．　組織変革のための人的資源施策
20．　労使関係における戦略的課題
21．　  QWLプログラムにおける生産性管理
22．　  生産性と品質改善：ウエスティングハウ

ス社の事例
23．　国際的人的資源管理
第 4部　人的資源：CEOの視点
24．　  インタビュー：レジナルド・ジョーンズ

＆フランク・ドイル
25．　  インタビュー：エドソン・スペンサー＆

フォスター・ボイル

（出所）Fombrun et al., 1984, pp. xiii –xv.
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業績と 4機能との相関を説明するのである（Ibid., p. 41）。

　また，ミシガン・グループは，この 4 機能をそれぞれ戦略レベル

（strategic level），管理レベル（managerial level），業務レベル（operational 

level）という 3つの観点から把握している。なかでも戦略レベルから，「戦

略的選考」（strategic selection），「戦略的評価」（strategic appraisal），「戦

略的報酬」（strategic rewards），「戦略的開発」（strategic development）を

提示し，分析している点は特徴的である。

　「戦略的選考」は，組織内の職務に最適な人的資源を選考・配置すること

が目的であり，組織戦略（organization’s strategy）をサポートするための

選考システムの設計や事業戦略（business strategies）と一貫性のある従業

員配置を推し進めることが指摘されている（Ibid., pp. 43–46）。「戦略的評

価」については，既存の従業員の潜在能力を客観的に評価することによっ

て人的資源予測（human resource projections）を行い，それを戦略的な観

点から人的資源計画（human resource planning）に活かしていくことが重

要である（Ibid., pp. 46–48）。これは「戦略的開発」とも関連しており，企

業が将来必要とする従業員の能力を戦略的な観点から教育訓練ないしキャ

リア形成していくことと密接に結びついている（Ibid., pp. 49–50）。また，

「戦略的報酬」については，長期的な戦略目標を達成できるように内的報酬

と外的報酬のシステムを構築することが主張されている（Ibid., pp. 48–49）。

　このようにミシガン・グループは，HRMシステムに包摂される 4 機能

の重要性を戦略的視点から説明したうえで，企業組織における人的資源管

理の役割について，次のように要約している（Ibid., p. 51）。

①　人的資源活動は，従業員個々の業績と生産性に多大な影響をおよぼ

しており，企業組織全体の業績・生産性にも重要な役割を担っている。

②　変革のための組織能力は，変革を支援する組織を創造することに依

存している。このシステムは，変革的な人的資源管理が遂行できるよ

うな企業組織を基礎としている。

③　戦略的決定の質は，意思決定プロセスに供給される人的資源データ
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の質と関わっている。

④　戦略目的遂行の成功は，企業組織においてどのように人的資源サイ

クルや人員の選考が行われているか，特定の行動が測定されている

か，戦略目的の達成度に対する報酬がなされているか，また戦略を確

実に達成するために必要とされる技能がいかに開発されているか，と

いうことに大きく依存している。

　以上のように，ミシガン・グループは，戦略的経営と人的資源管理との

統合を重視し， 4つの機能から構成される人的資源管理を 1つの循環的な

システムとして構築・展開することを強調しており，新たな戦略的人的資

源管理論の方向性を打ち出している。そして，アメリカにおける人的資源

管理研究（HRM研究）は，これを端緒として次第に戦略的人的資源管理

論へと進展していくことになる。

4．　ミシガン・グループの SHRMモデルの意義と課題

　ミシガン・グループの SHRMモデルには，次のような意義と特徴を指摘

することができる（岡田，2008：岡田，2011）。

　第 1に，彼らは，人的資源管理という用語が一般化し始めた1980年代初

頭にあって，すでに『戦略的人的資源管理』というタイトルで著書を発表

しているという点である。つまり，彼らの SHRMモデルは，人的資源管理

が戦略的人的資源管理へと進展していくうえで，先駆的な役割を果たして

いると捉えることができる。

　第 2に，戦略的経営と人的資源管理との統合を重視し，人的資源管理を

1つのシステムとして展開すること，さらに人的資源管理に内包される機

能を戦略的に整合させて，人的資源管理を循環的なシステムとして運用す

ることの必要性を主張している点である。人的資源管理論も従来の人事管

理論に加え，新たに戦略性を把握してきたが，戦略的人的資源管理論では

より戦略性重視の色彩が強くなっている。

　その後，競争戦略論（Competitive Strategy Theory）や資源ベース理論
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（Resource Based View: RBV）の登場によって「競争優位」確保の視点がよ

り一層強まり，企業戦略と人的資源管理とを一体的・相即的に捉える戦略

的人的資源管理論が展開されていくことになる（岡田，2008，155－175頁）。

　他方，ミシガン・グループの SHRMモデルには，次のような問題点がみ

られる（岡田，2008，164－170頁，273－274頁）。

　第 1に，ミシガン・グループの SHRMモデルに底流する労働者観が，従

来までのそれと大きく変わっている点である。ハーバード・グループの

HRMモデルにみられた労働者観とは，あくまでも従業員を「社会的財産」

と把握し，人的資源としての従業員を企業にとって利益を生みだしてくれ

る財と捉える従業員把握であった。しかし，ミシガン・グループの SHRM

モデルでは，企業戦略を最優先事項として取り扱い，従業員を戦略実行や

戦略達成に必要な人的資源と把握している。それゆえに，戦略達成への貢

献度によって人的資源の価値も決まり，その価値ある人的資源を供給する

ために循環的なHRMシステムの構築が高唱されている。こうした視点は，

あくまでも企業側の論理であって，雇用される労働者側の観点は脱落して

いるからである。

　第 2には，第 1点目と関連して，労働の場における人間性軽視の問題だ

けでなく，雇用保障など生活者としての労働者の側面が看過される傾向が

みられる点である。彼らは，人的資源管理を戦略レベルから「戦略的選考」

「戦略的評価」「戦略的報酬」「戦略的開発」の 4機能からなる循環的システ

ムと捉えている。しかしここには，一方で企業の競争優位確保がその企業

の採る戦略と HRMシステムとの一致によってはじめて達成できるという

認識とともに，他方で企業の追求する戦略が異なれば，その企業で求めら

れる人的資源も HRMシステムも当然変わってくるという認識とが同時に

並存している。すなわち，企業の持続的競争優位の源泉としての位置づけ

が強化されればされるほど，人的資源が戦略の一環として他の物的資源と

同列に扱われ，手段化する必然性が内包されているからである。

　第 3に，従業員個々の潜在能力をも含む人的資源データを重視し，それ
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を人的資源予測や人的資源計画，HRMシステムに活用していくという点

である。つまり，従業員個々の潜在能力をどれだけ正確に把握し評価する

ことが可能なのか，またそのような評価データを基盤とした HRMシステ

ムのもとで従業員個々人の選考・評価・報酬・開発が行われていくとする

ならば，そのこと自体に大きな疑問が残るからである。

　上記 3点の特徴は，ミシガン・グループのモデルに限ったことなく，そ

の後 SHRM研究が進展するにつれて，より一層強まる傾向をみせている。

Ⅲ．　人的資源管理研究における新たなアプローチ

1．　タレントマネジメント・アプローチの登場

　2000年代に入ると，人的資源管理研究（HRM研究）の分野に新たなアプ

ローチが登場する。それが，タレントマネジメント（Talent Management: 

TM）である。タレントマネジメントは，近年になるにしたがって注目を

あつめつつあり，それに呼応するように “Talent Management”を冠した著

作や論文が数多く発表されている6)。そのなかで，タレントマネジメント

の嚆矢的な著作が，マッキンゼー・アンド・カンパニー（以下，マッキン

ゼー）のコンサルタントであるエド・マイケル（Michael, ed.），ヘレン・

6） TM研究は，2002年出版の The War for Talentを端緒として，実務家やコンサル
タントによって，分析がなされると当時に，学術的な研究が数多く展開され，議
論の広がりをみせるようになってきた（守屋，2014，25頁）。一方，日本における
TM研究は，2012年頃からビジネス誌・実務雑誌を中心にみられるようになり，
近年になるにしたがって学術論文でもテーマとして取り上げられるようになって
いる。タレントマネジメントに関する時系列の文献レビューについては，以下を
参照されたい。

 ・ ステファン・ホアー，アンドリュー・レイ／SDL PLc訳（2012）「第10章　その
他のリソース」『FT Briefings　ファイナンシャルタイムズ　ダイジェスト　マ
ネジャーのためのタレントマメジメント──最高の人材を開発し，維持するた
めのヒント──』ピアソン桐原

 ・ 永井隆雄・岩崎光洋（2013）「タレントマネジメントに関する文献レビュー：日
本と英語圏における現状と展望（Dセッション【研究発表】）」『経営行動科学年
次学会：発表論文集（16）』，117－1119頁。
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ハンドフィールド＝ジョーンズ（Handfield-Jones, Helen.），ベス・アクセ

ルロッド（Axelrod, Beth.）によって2001年に著された『ウォー・フォー・

タレント　人材育成競争』（The War for Talent）7) である。彼らの著書は，

大企業・中企業の CEOや重役，人事部エグゼクティブ，上級マネジャー

などへのアンケート調査・ケーススタディ・インタビューなどに基づいて

著されており，図表－ 3のような章構成になっている。

　マッキンゼーのアプローチには，次のような現状分析と問題意識が底流

している。

　まず，彼らは，人材育成競争（the war for talent）を激化させている基本

的な要因として，①工業時代から情報時代への移行，②優れた経営管理能

力を持つ人材への需要の高まり，②社員の転職志向の高まり，といった 3

点をあげている（Michael et al., 2001, p. 3；邦訳，35頁）。

　①工業時代から情報時代への移行について，「人材育成競争は1980年代，

情報時代の幕開けとともに始まった。それにともなって有形資産（機械，

図表－ 3　マッキンゼー：『ウォー・フォー・タレント　人材育成競争』の章構成

はじめに
ウォー・フォー・タレント調査について
1．　人材育成競争──ウォー・フォー・タレント
2．　マネジメント人材指向こそ経営層の要件
3．　人材を惹きつける魅力の創出
4．　リクルーティング戦略の再構築
5．　マネジメント人材が育つ組織
6．　人材マネジメントにおける選択と集中
7．　マネジメント人材育成への挑戦── 1年で大きな成果を
附録　ウォー・フォー・タレント調査

（出所）Michaels et al., 2001, p. vii.；邦訳， 6－ 7頁．参照。

7） Michael, ed., Handfield-Jones, Helen., Axelrod, Beth.（2001）The War for Talent, 

Boston, Massachusetts: Harvard Business School Press.（マッキンゼー・アン
ド・カンパニー監訳／渡会圭子訳『ウォー・フォー・タレント　人材育成競争』
翔泳社，2002年）
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工場，資本）は，企業と消費者との独占的なネットワーク，独自ブラン

ド，知的資本，人材といった無形資産に比べて価値が下がった。企業の人

材への依存度は，20世紀の間に飛躍的に高まった。1900年の時点では，知

識労働者を必要とする仕事は，全体の17％に過ぎなかったが，現在その数

字は60％を越えている。知識労働者が多く必要とされるということは，優

秀な人材の重要性がさらに高まるということだ。一流の知識労働者は，は

かり知れないほどの価値を生み出す。」（Ibid., p. 3，邦訳，35－36頁）と説

明している。

　また，②優れた経営管理能力を持つ人材への需要の高まりについては，

「幅広い人材の中でも，強力なリーダー人材の需要は，増大する一方であ

る。グローバリゼーション，規制緩和，テクノロジーの急激な進歩によっ

て，ほとんどの産業の競争原理が変わってしまい，マネジャーの仕事は以

前より困難になった。現在の企業は，この難題に対応できるマネジャーを

必要としている。リクスを恐れず世界的な視野を持った起業家タイプ，そ

して技術に詳しいマネジャー，自分たちのビジネスを考え直し，社員の意

欲を引き出すリーダーが必要なのだ。──（中略）──高年齢層のマネ

ジャーが引退する2020年以降，企業はさらに苦しい立場に追い込まれるこ

とになる。──（中略）──企業はすでに，マネジメント層の優秀な人材

が不足していると感じている。」（Ibid., pp. 3–5，邦訳，35－38頁）と述べ

ている。

　そして，③社員の転職志向の高まりについては，「会社が高度なスキルを

持ったマネジャーを必要としていることに気付いたように，マネジャーの

側も，会社を変わることの利点に気付き始めた。会社への忠誠心を示せば

職を保証するという『約束』が最初に崩れたのは，1980年代後半の人員削

減だった。それに続いて90年代半ばに，雇用機会が急激に拡大し，時を同

じくして登場したインターネットの掲示板やキャリアサイトで，雇用に関

する直接的な情報を，大量に目にするようになった。ほんの何年かの間

に，転職に関する古いタブーは消滅し，履歴書に複数の企業名が並ぶこと
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が名誉となった。現在，マネジャーの多くが，潜在的な求職者だ。彼らは

常に，魅力的な転職先に対してアンテナを高く張っている。」（Ibid., pp. 

5–6，邦訳，39頁）と指摘している。

　こうした構造的な流れの弱まる兆しがみえない以上，マネジメント能力

（経営管理能力）を持つ人材をめぐる戦いは，これから何年にもわたって企

業の競争力を左右する主要因であり続けるばかりか（Ibid., p. 3，邦訳，35

頁），人材育成競争は，現実問題としてすでに 2つの大きな影響をもたらし

ていると捉え，次のように論考している。

　「その第 1 の影響が，給与・待遇交渉における主導権が企業から個人に

移ったことである。有能な人材は，自分のキャリアへの期待を高めるため

の交渉権を握っており，その能力の値段は上がっている。──（中略）──

第 2 の影響とは，優れたタレントマネジメント（excellent talent 

management）が，いまや極めて重要な競争優位の源泉（a crucial source 

of competitive advantage）となったことである。人材を引き寄せ，育て，

意欲を引き出し，つなぎ止めることができる企業は，他の企業よりも多く

の優秀な人材を確保でき，業績を劇的に向上させることが可能となってい

る。」（Ibid., pp. 5–6，邦訳，40頁参照）

　以上のような現状分析に基づきながらも，実際に彼らが行った調査にお

いて「人材育成を自社の最優先事項に掲げている企業や CEO，上級マネ

ジャーは回答者全体の26％にすぎなかった」（Ibid., p. 10, p. 158，邦訳，44

頁，226頁参照）という現状に対する問題意識から，彼らはHRM研究にお

ける新たなアプローチとしてタレントマネジメントの重要性を高唱するの

である。

　彼らはまず本書冒頭の部分で「タレント（talent）とは，何を意味するの

だろうか。一般的には，ある人が持つ技量──もともと持っている才能，

スキル，知識，経験，知性，判断力，意識，性格，意欲──を統合したも

のといえる。また学んで成長する力も含まれる。」（Ibid., p. xii　邦訳，23頁

参照）と述べ，続けて「優れたマネジメント・タレント（great managerial 
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talent）を定義するのは，さらに難しい。──（中略）──しかし大まかに

いって，マネジメント・タレントとは，鋭い戦略的思考，リーダーシッ

プ，精神的成熟，コミュニケーション能力，有能な人々を惹きつけ，その

意欲を引き出す能力，進取の気性，実務能力，そして結果を出す能力を組

み合わせたものと考えられる。」（Ibid., p. xii，邦訳 .，23－24頁参照）と提

示している。

　そのうえで，「本書で用いる“タレント”とは，あらゆるレベルで会社の

目標達成と業績向上を押し進める有能なリーダーとマネジャー（leaders 

and managers）を意味する。」（Ibid., p. xiii，邦訳 .，25頁参照）と定義して

いる。つまり，彼らのいうところのタレントマネジメントの“タレント”

とは，あくまで有能なリーダーとマネジャーといったマネジメント人材層

に焦点が絞られており，ここに彼らのアプローチの最大の特徴を見出すこ

とができる。

　それゆえ，「本書の目的は，高度な能力を持ったマネジャーを惹きつけ，

育て，評価し，やる気にさせ，引きとめるために，すべての企業のすべて

のリーダーがなすべきことについて，戦略的見解を示すことだ。」（Ibid., p. 

10，邦訳 .，45頁参照）と述べ，人材育成競争に打ち勝つための行動指針と

して次の 5つを提示するのである（Ibid., p. 11，邦訳，45頁参照）。

①マネジメント人材指向こそ経営層の要件（Embrace a talent mindset）

②人材を惹きつける魅力の創出（Craft a winning employee value 

proposition）

③リクルーティング戦略の再構築（Rebuild your recruiting strategy）

④マ ネ ジ メ ン ト 人 材 が 育 つ 組 織（Weave development into your 

organization）

⑤人材マネジメントにおける選択と集中（Differentiate and affirm your 

people）

　その際，彼らは，従来までと現在あるいはこれからの考え方や概念・ア

プローチなどの違いを整理し，比較・検証するとともに，ケーススタディ
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などの事例をまじえながら，上記 5つの行動指針それぞれの項目について，

具体的かつ実践的な管理技法や手法を提言している。

　こうした実践的管理技法や手法は，彼らの提唱する「従業員のための訴

求価値」（Employee Value Proposition: EVP）という概念に基づき示された

ものである。彼らによる EVPとは，「優秀なマネジメント人材がその組織

に所属し，活躍する意義を見出せるもの。すなわち，企業・組織がマネジ

メント人材を惹きつけられるような，提供すべきその企業・組織ならでは

の価値」（邦訳 .，115頁参照）であり，マネジャーの満足度に影響をあたえ

る EVPの重要な要素として，マネジャーたちは「第 1に，刺激的でやりが

いのある任務につき，熱意をもって仕事に取り組みたいと思っていること。

第 2に，一流の企業で働きたいという希望をもっており，しっかりしたマ

ネジメント，尊敬できるリーダー，成果主義，開放的で信頼関係に満ちた

企業文化を求めていること。第 3に，富を手に入れるチャンスを求め，個

人的な努力に報いてほしいと思っていること。第 4に，職を確保するため

には，求人市場で求められるスキルと経験を積むほかないため，会社に対

して自分のスキルを高める手助けをして欲しいと考えていること。第 5に，

自分の時間や家族との関わりを大事にできる仕事を望んでいること。」

（Ibid., pp. 46–47，邦訳，88頁）があげられている。

　つまり，このような EVP概念を構成する上記 5 つの要素を重視しなが

ら，マネジメント人材層の確保と定着を目的に 5つの行動指針それぞれの

実践的管理技法を具体的に提示しているのである。そして，終局的にマネ

ジメント人材層の強化のためには，従来までの HRM研究に新たな視点を

取り入れることの重要性（Ibid., p. 157，邦訳 .，225－226頁），すなわちタ

レントマネジメントというアプローチの必要性を高唱している。

2．　タレントマネジメント・アプローチの意義と課題

　上記で考察してきたマッキンゼーのタレントマネジメント・アプローチ

（TMアプローチ）には，次のような意義や特徴，問題点を見出すことがで
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きる。

　第 1に，彼らの著作には，タイトルにこそ “Talent Management”という

用語は使われていないが，タレントマネジメントという新たな概念を提起

している点である。実際，彼らの著書を端緒として，その後タレントマネ

ジメント研究（TM研究）は急速に普及している。その意味で，彼らの果

たした役割が大きいことは明らかである。

　第 2に，従来までの HRM研究に新たな視点として TMアプローチを高

唱し，人的資源開発に関する具体的かつ実践的な管理技法や手法を提示し

ている点である。

　HRM研究は，企業戦略との関わりのなかで人的資源の戦略的活用が重

視される一方，人的資源開発や人的資源計画については取り上げられてい

ても，実践的な管理技法などはあまり提示されることはなく，また十分な

検証もなされていないのが実態である。こうしたなか，マッキンゼーによ

る TMアプローチの登場は，マネジメント人材層の強化にその対象が限定

されているとはいえ，人材育成すなわち人的資源開発に焦点を当て，その

重要性を高唱しているという点で，その意義は大きいと考えられるからで

ある。

　ただし，彼らも指摘している通り，タレントマネジメントはあくまでも

HRM研究におけるアプローチとして提起されており，従来までのHRM研

究に内包される一部の領域を扱っているにすぎない。したがって，タレン

トマネジメントは人的資源管理を補強・補完する関係にあるとは認められ

るものの，人事管理が人的資源管理に移行・進展したように，人的資源管

理がタレントマネジメントに移行していくものと捉えるのは，現段階では

無理があるようにおもわれる（守屋，2014）8)。また，彼らによる TMアプ

8） 守屋（2014）は，この点に関して次のように指摘している。
　 「タレントマネジメント論は，人的資源管理論に代替し，人的資源管理に変わっ
て，世界に普及するものとは考えにくい。むしろ，タレントマネジメント論は，
人的資源管理論と主要機能（採用・配置・定着・能力開発等）では重なるものの →
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ローチは，あくまでも人的資源の採用・選抜・能力開発・定着・報酬管理

等についての実践的管理技法の提示，すなわち方法論にとどまっており，

人的資源管理論や戦略人的資源管理論のような人的資源に関わる全管理職

能・機能を包摂した総合的な理論の体系化には至っていない。

　第 3に，彼らのいうところのタレントマネジメントは，有能なリーダー

とマネジャーといったいわゆるマネジメント人材層に，その対象が限定さ

れている点である。こうした特徴は，ミシガン・グループのモデルに代表

される SHRM研究に底流する労働者観を継承していると捉えることもでき

る。

　しかし，マッキンゼーのTMアプローチにみられるような対象の限定は，

有能なマネジメント人材とそうでない人材との選別化，選ばれた少数の従

業員と選ばれなかった大多数の従業員との二極分化や階層化，ひいては選

ばれなかった従業員の雇用調整や解雇などの複合的問題をも誘引すること

になり，疑問視されるのは当然の帰結であろう。

　確かに，企業戦略に則った戦略実行に資する戦略的人材を管理の中核に

据え，戦略実行との関連性が薄い非戦略的人材を別の管理対象とする区別

化は，競争優位性確保の観点からすれば理に適っているともいえる（岩

→
人的資源管理論のように人に関する全管理機能を有していない。それゆえ，人に
関する全管理機能を担う人的資源管理論を補完し，強化するものとして，機能す
るものと考えるのが妥当かと思われる。反面，タレントマネジメントは，全従業
員を対象とするものとして，人的資源管理の多くの機能を包摂するものとしての
主張もあり，かつ，人的資源管理論とは，異なる新しい人間観を有するパラダイ
ムを提起するという指摘もある。新しい人間観とは，全従業員をかけがえのない
代替できない人的資本として見て，全従業員を管理する人的資源管理論に対して，
タレントマネジメントでは，タレントを有する人材のみを管理対象として選抜し，
採用・配置・能力開発をおこなおうとする選抜的・選別的人間観である。現状，
タレントマネジメントは，人的資源管理の補完・強化する管理としての理解が正
しいものであると判断されるが，タレントマネジメントの定義そのものが，明確
でないだけに，タレントマネジメント論の今後の展開について注目することにし
たい。」（守屋，2014，36頁）
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出，2014，166頁）。しかしながら，企業戦略に応じて柔軟的かつ機動的に

人的資源を調達・調整するという考え方には，人的資源の価値もまた企業

戦略によって変化するという発想が底流しており，戦略が変われば重視さ

れる人的資源も変化する一方，重視されなくなった人的資源は雇用調整や

解雇の対象となるということを意味しているからである（岩出，2002，192

頁）。また，従来までの SHRM研究にも，企業の持続的競争優位の源泉と

しての位置づけが強化されればされるほど，人的資源が戦略の一環として

他の物的資源と同列に扱われ，手段化する必然性が内包されるといった問

題が指摘されている（岩出，2002：岡田，2008：岡田，2011：岩出，2014）。

つまり，企業を取り巻く競争環境がダイナミックに変化し，それに適応す

るように企業戦略が変わっていく現状のなかでは，重視されるマネジメン

ト人材層もまた同様に変わっていくのは必至だからである。

　それゆえ，その後 TM研究が進むにつれて，“タレント”の対象領域は

マネジメント人材層や一部のエリート層，上層部リーダーといった限定的

な対象認識から企業組織に属する従業員全体というようにその対象は拡大

しつつあり，それに応じてタレントマネジメントの定義もまた広く曖昧に

9） 例えば，アメリカ人材マネジメント協会（The Society for Human Resource 

Management: SHRM）は，タレントマネジメントについて，次のように定義して
いる。

 　「人材の採用，選抜，適材適所，リーダーの育成，開発，報酬，後継者養成等の
人材マネジメントのプロセス改善を通して，職場の生産性を改善し，必要なスキ
ルを持つ人材の意欲を増進させ，現在と将来のビジネスニーズの違いを見極め，
優秀人材の維持，能力開発を統合的，戦略的に進める取り組みやシステムデザイ
ンを導入すること」（SHRM, 2006）

 　また，ステファン・ホアー（Stephen Hoare）＆アンドリュー・レイ（Andrew 

Leigh）は，以下のように定義している（ステファン・ホアー，アンドリュー・レ
イ／SDL PLc訳，2012）。

 　「タレントマネジメントとは一部の選ばれた人材に限った話ではない。タレント
マネジメントとは，将来の利益のために，タレントを持つ人材を採用し，流出し
ないように努め，育成すること。これは戦略，組織のカルチャー，変更管理と緊
密に関係している。」（前掲書， 9頁，13頁）
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なる傾向をみせているのではないかとおもわれる9)。そして，そのことが

より一層，HRM・SHRM研究と TM研究との違いを分かりにくくしてい

ることにもつながっている。

　第 4に，彼らのアプローチには，労使関係や労使関係管理についてほと

んど触れられていない点である。それは，彼らの対象とするのが，あくま

でも有能なリーダーやマネジャーといったマネジメント人材層であること

に関係しているものと解される。

　こうした労働組合や労使関係軽視の傾向は，HRM・SHRM研究でもみら

れる。しかし，HRM研究においては少なくとも，敵対的な労使関係の克

服と協調的労使関係の確立を主張しつつも，その延長線上には従業員に労

働組合組織化の必要性を感じなくさせるいわゆる発展解消論として「無組

合状態の労使関係」を指向しているのであって（岩出，2002，13頁），労使

関係や労働組合の存在を全く度外視しているわけではない。ただし，HRM

研究において，労働組合の組織率低下といった現実を前に，労働組合や労

使関係にまつわる事項は軽視・捨象される傾向にあるのは明らかであり

（岡田，2000：岩出，2002：浪江，2005：岡田，2008），SHRM研究へと進

展するにつれて，従来までの集団的労使関係としての労働組合関係から，

個別的労使関係としての従業員関係に管理の重点が移されている（岩出，

2002，11頁）。

　他方，上述したように，タレントマネジメントにおける“タレント”の

対象が広がりをみせるなか，集団的労使関係や個別的労使関係などは，今

後どのように取り扱われ，議論されていくのか，注視していく必要がある。

Ⅳ．　む　　す　　び

　本稿では，人的資源管理・戦略的人的資源管理の代表的理論であるハー

バード・グループのHRMモデルとミシガン・グループの SHRMモデルを

再考したうえで，2000年以降に現れてきた TMアプローチについて検討し

てきた。このような考察を通して得られる示唆は多岐にわたるが，ここで
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は日本企業における TMアプローチの可能性と課題について若干の所見を

述べることにする。

　日本企業では，従来から長期雇用を前提として，すべての従業員に対す

る教育訓練・能力開発に加え，中長期的な視点から従業員個々に対する

CDP（Career Development Program）を行ってきた。こうした施策は，従

業員側の主体的・能動的な要請というよりも企業側から付与される受動的

な性格が強いとはいえ，個別企業独自の技術・知識等の継承や企業競争力

の醸成に貢献してきたことは明らかであろう。

　しかし，1990年代のバブル経済崩壊後からの長期不況を背景に，従来ま

での人事労務管理制度の見直しを喫緊の課題とする日本企業が数多く現れ

てきた。このような状勢のなかで注目されたのが，アメリカから発現した

人的資源管理論であった。

　人的資源管理論は，従業員の組織コミットメントの獲得を重視する「ベ

ストプラクティス・モデル」（best-practice model）と経営戦略と HRMシ

ステムとの整合を重視する「ベストフィット・モデル」（best-fit model）の

2 つのタイプに大別される（岩出，2014，153頁）。この区分にしたがえ

ば，本稿で取り上げたハーバード・グループのモデルは「ベストプラク

ティス・モデル」に，ミシガン・グループのモデルは「ベストフィット・

モデル」に分類することができる。しかし，日本で大きな関心がもたれた

のは，「戦略適合モデル」（strategy-fit model）とも称される後者のモデル

である（岩出，2014，153頁）。前者の「ベストプラクティス・モデル」

は，アメリカでは説得力のある有力なモデルだが，このモデルが提案する

HR施策群は，これまで日本型人事労務管理の施策との相似性が強く，日

本型人事労務管理の抜本的な見直しには参考になりえないと捉えられたか

らだと推察される（岩出，2014，153頁）。

　日本企業のなかでのこうした動向を鑑みると，企業戦略重視の色彩が強

い戦略的人的資源管理論の特徴を継承しているマッキンゼーのTMアプロー

チは，ドラスティックな人事労務管理制度の改革を緊要な課題とする日本
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企業にとって啓示的な内容を含んだ提言として，肯定的に受け止められる

ことも十分に考えられる。

　しかしながら，このような視点はあくまでも企業側・使用者側の論理で

あって，労働者側の視点は脱落している。人的資源開発に対する姿勢や取

り組みは，企業の競争力向上や競争優位性確保にとって重要なのはもちろ

んのことであるが，同一企業内における従業員の顕著な二極分化や階層化

は，従業員の人間的諸欲求とりわけ成長・承認・自己実現に対する欲求や

職務満足，さらにワーク・モチベーショや従業員モラール，組織コミット

メントの側面にも大きく作用するのは明らかだからである。まして，こう

した選別化が，雇用調整や解雇の手段として利用されるとするならば，さ

らに問題は深刻である。その意味で，マッキンゼーの TMアプローチは，

ミシガン・グループの SHMRモデルと同様に，労働の場における人間性軽

視の問題と雇用保障など生活者としての労働者の側面が看過される特徴を

有しているといわざるを得ない。

　少子高齢化による人口減少が着実に進行し，労働力人口減少の顕在化に

直面することになる日本企業にとって，労働力確保は今後重要な経営課題

として浮上することが予想される。ダイバーシティマネジメント（Diversity 

Management）が注目された所以も，ひとつにはこうした事情が強く関係

しているとおもわれる。

　TM研究における“タレント”の対象領域が，マネジメント人材層から

従業員全体へと拡がる徴候をみせているとはいえ，雇用全体に占める非正

規従業員の割合が急増する一方で，労働組合の組織率が顕著に低下してい

る現状にあって，労働法制との関わりのなかで TM研究の今後の動向を注

意深く見守っていく必要がある。
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